
25就労支援実践者が用いているアセスメントの現状

Ⅰ．はじめに
　平成30年度のハローワークを通じた障害者の

就職件数は 102,318 件（対前年度比 4.6％増）で

あり，特に精神障害者の新規求職申込件数は 

101,333 件（対前年度比 8.1％増），就職件数も

48,040 件（対前年度比 6.6％増）と他の障害より

も著しい増加傾向を示している1）．一方，就労支

援領域における人材育成については，「障害のあ

る人の雇用・就労を支援する人材は多様だが，そ

のほとんどは学校在学時に，障害者雇用・就労に

関する知識やスキルを学ぶことはなく，まして，

その学問的基盤となる職業リハビリテーション学

（あるいは，リハビリテーションカウンセリング

学）に触れる機会すらない．そのため，雇用・就

労に関する知識・技術の修得は，すべて，卒後の

実践現場に入った後のOJTあるいはOff‐ JTに委

ねられている」ということが指摘されている2）．

障害者支援事業所職員労働実態調査報告3）による

と，障害者総合支援法にもとづく障害者支援事業

所の職員の約50％が勤続年数5年未満であり，仕

事へのやりがいを感じながらも5 年後の現職継続

への希望は50.5％にとどまっている状況も踏まえ

ると，就労支援の実践者を育成する現場の責務は

重いと言える．  

　一般企業への就職を支援するサービスの一つで

ある就労移行支援事業所における人材育成に関し

て，浜地らは自社の研修において事例を用いた

ワークを多く用いていることあげている4）．その

背景として，自らの経験やケースを通して得られ

たノウハウの蓄積を言語化して他者に伝えること
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が難しく，暗黙知として個人的な知識に埋もれて

しまう点をあげ，事例を用いた研修を通じて暗黙

知を共有する機会とし，他者が新たな知識を持ち

帰ることができるという意味で有効としている
4）．就労支援において暗黙知が影響しているもの

は多数考えられるが，その一つとしてアセスメン

トをあげることができる．アセスメントとは「査

定」「見立て」とも訳され，概念としては「面接

や訪問，他機関や専門職からの情報収集によって，

生活歴，病歴，家族歴などの情報を得て，支援を

求める利用者本人のニーズとセルフケア能力，家

族やインフォーマル・ネットワークの能力，その

地域で利用可能な専門機関や専門家の実態を整理

する作業」とされており，読み違えるとその後の

支援はほとんど成功しないとされている5）．既に，

障害者就業・生活支援センターにおける精神障害

者へのアセスメント実践について，職名，経験年

数，自主的研修の回数，資格の有無で異なること

が報告されている6）．しかし，我が国における就

労支援全般に関するアセスメントの現状について

は報告されていない．就労支援におけるアセスメ

ントの現状が示されることで，就労支援の現場に

おける就労支援スキルの検討だけではなく人材育

成のあり方に関しても示唆を得ることができると

思われる．

　また，松為は就労支援におけるケースマネジメ

ントの実際において，就業ニーズの具体性をアセ

スメントとし，明らかにするための情報として，

①対象者からの聞き取り，②家族・近親者・同僚・

上司等からの情報，③対象者をとりまく環境の直

接観察，④以前のサービス提供者への接触，⑤

サービス提供機関の記録，⑥各種のテスト結果な

どをもとに収集するとしている7）．一方，倉知は

アセスメントに関して「専門家のみが行うもので

はなく，専門家が障害者を評価するものではない」

とし，「アセスメントは，専門家と障害者が協働

で行うことが原則である．むしろ，障害者が自分

の職業的側面について評価することを専門家が手

伝うといったほうが適切かもしれない」としてい

る8）．しかし，就労支援のアセスメントに関して

サービスの受け手である障害当事者に対し如何に

フィードバックされているのかについて，現時点，

その報告は認められない．心理領域では，知能検

査も含めた心理検査についてフィードバックする

ことの意義や方法に関して報告されており9，10），

倉知が述べる「障害者が自分の職業的側面につい

て評価することを専門家が手伝う8）」のであれば，

就労支援におけるアセスメントのフィードバック

に関して検討することは，アセスメントの質を高

めると思われる．

　以上の観点から，今回，我々は就労支援で用い

られているアセスメントについてフィードバック

も含めて文献レビューを行い，現状の整理と課題

についてまとめたので報告する．

Ⅱ．方法
　文献検索データベースは，医学中央雑誌Webを

使用した．検索のキーワードは，「職業リハビリ

テーション」「就労支援」「アセスメント」「評価」

のキーワードを組み合わせ，年代を指定せず原著

論文を対象に検索した（最終アクセス日2019年

10月15日）．選定基準は，①事例及びアセスメン

トの記載がある，②一般企業での就労・復職支援

を著者または著者の所属機関が支援しているの2

点を満たすものとし，除外基準は，①主目的がプ

ログラムの効果検討である，②支援開始当初から

福祉的就労がゴールである，③就労支援実施機関

が不明なものとした．選定に関しては，就労支

援の経験がある者が3名以上で抄録及び本文を読

み，対象となる文献を抽出した．

　次に，各文献の本文から，就労支援の実施場所，

対象（疾患・障害，年代），アセスメント及びア

セスメント内容のフィードバックの記載有無，最

終的な就労状況を要約し，アブストラクトテーブ

ルを作成した．就労支援の実施場所については，

病院・リハビリテーションセンター（外来部門を

含む），訪問看護ステーションを「医療」，就労支

援機関や介護施設については「福祉」，高校や研
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究センターは「その他」に分類した．対象の疾患・

障害については事例紹介に記載されている疾患・

障害名を基本とし，分類の際に中枢神経障害と高

次脳機能障害の区分については，①事例紹介の第

1の障害（疾患）に記されている，②タイトルに

記載されている，③「はじめに」においてターゲッ

トとして記載されているの3つのいずれかに当て

はまる場合を「高次脳機能障害」に分類し，それ

以外は「中枢神経障害」に分類した．アセスメン

トに関しては，用いられた検査及び評価項目に

ついて国際生活機能分類（以下，ICF）で心身機

能・身体構造に該当するものを評価しているもの

は「機能評価」とし，活動と参加に含まれるもの

については、就労に関するものは「就労関連評価」，

それ以外のものについては「活動と参加の評価」

とし，いずれの分類にも当てはまらないものは「そ

の他」として項目を整理し，種類および延べ件数

を集計した．特に就労関連評価については，実際

に職場で行った評価（情報収集を含む）を「職務

関連評価」，就労支援実施施設内で作業を行って

評価したものを「作業評価」，本人の仕事に関す

る準備性も含めた机上の評価を「適性検査」とし

た．なお，同じ文献に複数の事例が含まれる場合

は事例ごとに分析し，基準を満たさない場合は事

例ごとに除外した．

Ⅲ．結果
1．文献検索の結果

　検索キーワードを「職業リハビリテーション」

と「アセスメント」では21編，「職業リハビリテー

ション」と「評価」では237編，「就労支援」と

「アセスメント」では14編，「就労支援」と「評価」

では70編の文献が抽出された．重複文献を除い

た275編について，抄録および本文を確認し，選

定基準を満たさないものを除外した結果，35編

を分析対象とし，事例数は43例であった．

2．分析の結果

　アブストラクトテーブルを表1に示す．

1） 就労支援の実施場所

　就労支援の実施場所は，医療が34例（79.1％）

と最も多く，次いで福祉が6例（14.0％），その

他が3例（7.0％）であった．福祉の内訳は，就労

移行支援事業所が3例，就労支援センターが2例，

デイサービスが1例であった．就労移行支援事業

所及び就労支援センターはいずれも，精神障害及

び発達障害の事例であった．その他の内訳は研究

機関（大学，研究センター）が2例，高校が1例

であり，いずれも精神障害の事例であった．

2） 対象（疾患・障害，年齢）

　対象者の疾患・障害は，中枢神経障害が16例

（37.2％）と最も多く，次いで精神障害が12例

（27.9％），高次脳機能障害が11例（25.6％），中

枢神経障害を除いた身体障害が2例（4.7％），発

達障害が2例（4.7％）であった．中枢神経障害

及び高次脳機能障害は1998年から事例があるが，

精神障害は2007年以降，中枢神経障害を除いた

身体障害と発達障害は2015年以降からであった．

　年齢については，40代が15例（34.9％），30代

が14例（32.6％）であり，この2つの年代で全体

の67.4％を占めていた．

3）最終的な就労状況

　最終的な就労状況は，復職が25例（58.1％），

就職が11例（25.6％），その他が7例（16.3％）で

あった．就職の内訳は，一般就労が8例，福祉的

就労が3例であった．また，その他の内訳として

は，外来リハビリテーションの継続が1例，復職

可能の見込みが1例，退職が1例，不明（記載なし）

1例，在宅1例，別事業所へ移行が1例，離職後，

再就職が1例であった．

　年齢との関係では，復職では40代が11例で30

代が6例の順で多く，就職は30代が5例，40代が3

例の順で多かった．

4）アセスメント（検査・評価項目）

　アセスメントの分類と集計を表2に示す．各ア

セスメントの後ろについている（　）内の数字

はそのアセスメントを使用している事例数であ

る．アセスメントの検査・評価項目では，機能評

価に分類されるものが最も多く66種あり，特に
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WAIS-R/Ⅲは16例で使用されていた．次いで，参

加と活動の評価は16種で，ADL関連は延べ21例

で使用されていた．また，就労関連評価は9種で

作業評価が延べ16例であった．その他は15種で，

TEGとICFが各3例であった．

5）アセスメントのフィードバック

　アセスメントのフィードバックについて記載が

あった対象と内容を表3に示す．アセスメントの

フィードバックについては一部分のみのフィード

バックも含め，12例（27.9％）で認められた．ア

表1　本研究の対象となった事例のアブストラクトテーブル
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表2　本研究の対象事例に用いられていたアセスメント
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セスメントのフィードバックがあった詳細を表4

に示す．障害・疾患別の内訳は，高次脳機能障害

が11例中4例（36.4％），中枢神経障害が16例中

2例（12.5％），精神障害が12例中4例（33.3％），

発達障害が2例中2例（100％）であった．また，

フィードバックの対象は，本人及び家族に行っ

たものが5例（41.7％），本人に行ったものが5例

（41.7％），不明（記載なし）が2例（16.7％）で

あり，高次脳機能障害でフィードバックがあった

ものでは家族にもフィードバックをしているとい

う記載が，4例中3例であった．また，フィードバッ

ク内容の記載がされているものでは，結果のみに

とどまらず，行動特徴や障害に関する説明や職務

を含めた生活への影響について説明しているもの

が認められた．

Ⅳ．考察
　今回，就労支援で用いられているアセスメント

について文献レビューを行った．その結果，機能

評価が多く用いられており，就労関連評について

は9種で作業評価が延べ16例であった．その理由

として，就労支援の実施場所は医療が大多数を占

め，対象としている疾患・障害も中枢神経障害が

高次脳機能障害も含めると約60％と過半数を超

えていることから，中枢神経障害や高次脳機能障

害に関する機能評価が多くをなったことが考えら

れた．全43例中16例でWAIS-R/Ⅲの使用が示され

ていることも，その点の一つであると思われた．

また，最終的な就労状況も復職が58.1％であり，

中途で障害を受けた者が職場に戻る関係で，職業

関連評価についても，就労支援実施施設内で作業

を行って評価する作業評価が多くなったと考えら

れた．

　これらの背景として，一つは本研究で用いた

データベースが医療系のデータベースである「医

学中央雑誌Web」を利用していたため，医学的な

背景を持つ雑誌が多かったことが考えられた．ま

た，社会的な法制度の変遷の影響も受けているこ

とが一つあげられる．まず，就労移行支援事業

は障害者自立支援法の施行の2006年から開始さ

れており，精神障害者がみなしで雇用率算定に

含まれるようになったのも2006年度からである．

また，発達障害者支援法の制定は2004年である．

本研究の対象となった論文の発行年と疾患・障害

の関係を見ると，中枢神経障害及び高次脳機能障

害は1998年から事例があるが，精神障害は2007

年以降，中枢神経障害を除いた身体障害と発達

障害は2015年以降からであり，就労支援の実施

場所についても医療以外の9例中8例は精神障害・

発達障害の事例であった．これらに加え，先に示

したように近年，ハローワークを通じた精神障害

者の新規求職申込件数，就職件数が他の障害より

表3　本研究の対象事例におけるアセスメントのフィードバック
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も著しい増加傾向を示しており1），今後，これら

の障害領域における就労支援のアセスメント，特

に医療以外の就労支援におけるアセスメントが成

熟していくことが考えられた．一方で「障害のあ

る人の雇用・就労を支援する人材は多様だが，そ

のほとんどは学校在学時に，障害者雇用・就労に

関する知識やスキルを学ぶことはなく，まして，

その学問的基盤となる職業リハビリテーション学

（あるいは，リハビリテーションカウンセリング

学）に触れる機会すらない．そのため，雇用・就

労に関する知識・技術の修得は，すべて，卒後の

実践現場に入った後のOJTあるいはOff‐ JTに委

ねられている2）」という現状において，どれほど

の実践者が就労支援の事例を雑誌に投稿すること

が期待できるのかは疑問であると思われる．

　次に，アセスメントのフィードバックについて

は全体の27.9％である12事例にとどまっていた．

事例の疾患・障害内訳についても，高次脳機能

障害が11例中4例（36.4％），身体障害：中枢神経

障害が16例中2例（12.5％），精神障害が12例中4

例（33.3％），発達障害が2例中2例（100％）と

疾患・障害別で開きが認められた．相澤は雇用支

援におけるアセスメントとプランニングの考え方

として，支援者がいくら把握できても本人の自己

理解が進まない，支援者との見解が一致しない場

合は適切な雇用支援は難しいと述べている46）．心

理検査のフィードバックに関して岩野はクライエ

ントが医療において自らの主体性を再獲得するた

めに必要な過程としているが，一方で，適切で理

解しうる情報を被検者（クライエント）の理解で

きる言葉で伝える検査者（セラピスト）側の努力

と態度の必要性を述べている9）．また，糸井は青

年期・成人期の発達障害への心理アセスメントの

フィードバックの方法上の留意点として，①心理

検査結果は原則として開示する，②心理検査結果

を理解できるように説明する，③心理検査レポー

トをデータとともに手渡す，④心理検査中のリア

リティある体験と，生活上の体験をつなぐように

説明する，⑤解釈は押しつけない，⑥クライアン

トの質問に可能な限り答える，⑦発達障害の特性

も踏まえたフィードバックの必要性をあげてい

る10）．つまり，就労支援のためのアセスメントに

おいても本人の自己理解を進めるのためのフィー

ドバックが重要であり，そのためには，支援者側

の努力や態度を養うことが必要であると思われ

る．

　これらの現状を踏まえ，今後の就労支援におけ

るアセスメントの課題としては，①医療以外の就

労支援実践現場からの事例報告を増やし，特に精

神・発達障害領域のアセスメントについて検討を

行う，②アセスメントのフィードバックの重要性

を踏まえ，サービス利用者にフィードバックで

きる支援者の努力と態度を養うの2点があげられ

る．ただし，いずれの課題についても，支援者の

質の向上にかかることであり，この点は現状をふ

まえると就労支援を実施する事業所や機関での人

材育成の課題にも関係すると思われる．今後，就

労支援事業所・機関における支援者の人材育成に

関するシステムの検討を行う必要性があると思わ

れた．

　なお，本研究の限界として医学中央雑誌Webの

みを利用しているため，収集された文献が医療系

に偏っている可能性があると思われる．また，文

献の筆頭執筆者の職種が文献に記載されていない

ものもあった．職種によるアセスメントの偏りに

ついては未検討である．更に，文献の取入れ基準

として「就労支援を執筆者または執筆者の所属機

関が実施している記載があること」としているが，

就労支援の方法や関与の程度については言及しな

かったため，支援程度や手法との関連については

検討されていない．

Ⅴ．結語
　近年，リカバリーカレッジの取り組みで言われ

る「コ・プロダクション（共同創造）」や障害当

事者の研究への参画がうたわれるようになってき

ている．一方，本研究で示されたように，自分自

身のアセスメントについてフィードバックを受け
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ている者は30％にも満たない現状がある．フィー

ドバックに関する情報が事例報告上の必要性が少

なかったため，記載されていない可能性も十分に

考えられる．しかし，支援者のアセスメントへの

考え方や，職種や領域による文化が示されている

可能性も考えられる．アセスメントのフィード

バックがクライエントの医療における自らの主体

性を再獲得するために必要な過程9）であるのなら

ば，それは就労支援においても同様であり，実践

の領域や疾患・障害種別を問わず実践する必要が

あると思われる.
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Current Circumstances of Assessments Used by Employment Support Providers: 

A Literature Review

OHKAWA Hiroko, SHIOSAWA Madoka, ENDOU Yoshihiro, 
FUNAMOTO Syuhei and HONDA Toshinori

Abstract: In order to investigate current circumstances and issues regarding support for employment/employment 

continuation by Japanese companies, we placed a focus on assessments used by employment support providers. In 

this study, we report results of a literature review on assessments used in employment support.

As for the method, we searched original articles without specifying the year of publication using a combination 

of keywords including “vocational rehabilitation”, “employment support”, “assessment” and “evaluation” 

on Ichushi-Web on October 15, 2019. The articles which met both of the following criteria were included in the 

study: （1） The article contains descriptions on cases and assessments, and （2） the author of the article or the 

organization that the author belongs to supports employment/re-instatement by companies. The articles which 

met the following criteria were excluded from the study: （1） The primary purpose of the study was to assess 

effectiveness of a program, （2） the goal for support was employment as a part of social welfare services from the 

beginning, and （3） with unknown employment-support providing organization. 

As a result, 43 cases of 35 articles were included in the analysis. The commonest type of employment-support 

providing organizations was medical care （34 cases）, the commonest area of disorder was the central nervous 

system, and the commonest type of assessment was functional evaluations. One of the factors contributing to these 

results may be a fact that    the database used was mainly associated with medical care. Further investigations 

would be necessary for assessments on non-medical employment-support providing organizations.

Keywords: vocational rehabilitation, assessment，human resource development




